
○大府市ＮＰＯ法人立ち上がり支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、大府市ＮＰＯ法人立ち上がり支援事業補助金（以下「補助金」とい

う。）に関し、大府市補助金等交付規則（昭和４６年大府市規則第７号）に定めるものの

ほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「ＮＰＯ法人」とは、特定非営利活動促進法（平成１０年法律

第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人をいう。 

（対象団体） 

第３条 補助金の交付の対象となる団体は、市内において、公益的な活動を行う非営利活

動団体で、所轄庁へ法人設立の認証申請を行った団体又はＮＰＯ法人設立の認証取得後

３年以内の団体のうち、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 市内に事務所又は活動拠点を有し、主に市内で活動し、今後も引き続き市内で活動

を行う予定の団体であること。 

⑵ 地域課題の解決や不特定多数の者の利益等に寄与することができる活動を継続して

実施しており、今後も引き続き実施する予定の団体であること。 

（対象期間） 

第４条 補助金の交付の対象となる期間（以下「対象期間」という。）は、所轄庁へ法人設

立の認証申請を行った日から起算して３年とする。 

（対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、対象団体が

ＮＰＯ法人の立ち上がりのために要した次に掲げる経費とする。 

⑴ ＮＰＯ法人を設立するための手続に必要な経費 

⑵ 事務所（活動拠点を含む。以下同じ。）の賃借料（共益費及び消費税を含む。） 

⑶ 事務所の光熱水費及び通信運搬費 

⑷ 活動に必要な備品購入費及び消耗品費 

２ 前項の規定にかかわらず、収益事業に係る経費は、対象経費としない。 

３ 補助金申請の初年度に限り、前年度分の経費を当該年度の経費に加算することができ

る。ただし、加算できる前年度分の経費は、対象期間の経費とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、対象経費の２分の１に相当する額（その額に１,０００円未満の端

数が生じたときは、これを切り捨てる。）とし、１年度目は１団体当たり３０万円、２年

度目は１団体当たり２５万円、３年度目は１団体当たり２０万円を限度とする。 

２ 対象期間における補助金の総額は、１団体当たり７５万円を限度とする。 

（交付の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、別に定める日ま

でに、補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけ



ればならない。 

⑴ 所轄庁へ提出した設立認証申請書の写し（ただし、ＮＰＯ法人設立後に申請するとき

は、登記事項証明書の写し） 

⑵ 定款 

⑶ 役員名簿 

⑷ 設立趣旨書（ただし、補助金申請の初年度に限る。） 

⑸ 申請年度の事業計画書 

⑹ 申請年度の収支予算書 

⑺ その他市長が必要と認める書類 

（審査） 

第８条 市長は、前条の申請書が提出されたときは、速やかに、大府市協働推進委員会に

審査を依頼しなければならない。 

（交付の決定） 

第９条 市長は、前条の規定による審査において、補助金の交付が適当と認めたときは、

補助金の交付を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による交付の決定に当たり、補助金の交付の目的を達成するため

に必要があると認めたときは、当該決定に必要な条件を付することができる。 

３ 市長は、前２項の規定により補助金の交付を決定したとき、及びその決定に条件を付

したときは、補助金等交付決定通知書により、その決定事項及び条件を申請者に通知す

るものとする。 

４ 市長は、補助金の不交付を決定したときは、書面により、その旨を申請者に通知する

ものとする。 

（計画の変更） 

第１０条 前条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」

という。）は、第７条の申請書の内容に変更があった場合（廃止又は中止を含む。）は、

速やかに、補助事業等計画変更届を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（実績報告） 

第１１条 交付決定者は、第９条第３項の決定通知書を受けた日の属する年度の翌年度の

４月３０日までに、補助事業実績報告書（第２号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の実績報告書は、補助金申請の初年度に限り、次に掲げる書類を添付しなければ

ならない。ただし、補助金交付申請書に当該書類を添付したときは、この限りでない。 

⑴ 所轄庁へ提出した設立登記完了届出書の写し 

⑵ 登記事項証明書の写し 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

３ 第１項の規定により実績報告書を提出した者は、市長が別に定める日に、公開の場に

おいて、補助対象事業の実績を報告しなければならない。 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 



附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 



第１号様式（第７条関係） 

補 助 金 交 付 申 請 書 

  年  月  日 

 

大 府 市 長 殿 

 

申請者  所 在 地 

団 体 名   

      代表者氏名              

電 話 番 号         

 

申請金額           円 

 ＮＰＯ法人の立ち上がり支援として、大府市ＮＰＯ法人立ち上がり支援事業補助金の

交付を受けたいので、申請します。 

事務所又は活動拠点の所在地  大府市   町 

主 た る 活 動 の 場 所 
 

[所在地：大府市   町        ] 

特定非営利活動促進法別表 

に 規 定 す る 活 動 の 分 野 

（該当する番号に○を付すこと。） 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ 

１１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ 

特 定 非 営 利 活 動 法 人 の 

設 立 年 月 日 又 は 設 立 認 

証 申 請 書 提 出 年 月 日 

            年  月  日 設立・申請 

事 業 施 行 の 理 由  

※ 次の書類を添付すること。 

⑴ 所轄庁へ提出した設立認証申請書の写し又は登記事項証明書の写し 

⑵ 定款 

⑶ 役員名簿 

⑷ 設立趣旨書（補助金申請の初年度に限る。） 

⑸ 申請年度の事業計画書 

⑹ 申請年度の収支予算書 

⑺ その他市長が必要と認める書類 



事業計画概要及び予算額調（対象経費） 

対象経費 費 目 予算額 説 明 

⑴ ＮＰＯ法人を

設立するための

手続に必要な経

費 

手数料   

   

   

   

⑵ 事務所の賃借

料（共益費及び

消費税を含む。） 

賃借料   

共益費   

   

   

⑶ 事務所の光熱

水費及び通信運

搬費 

光 熱 水 費   

通信運搬費   

   

   

⑷ 活動に必要な

備品購入費及び

消耗品費 

備品購入費   

消 耗 品 費   

   

   

合 計    

 

《参考》 特定非営利活動促進法別表に規定する活動の分野とは、次に掲げる１７分野をいう。 

１ 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

２ 社会教育の推進を図る活動 

３ まちづくりの推進を図る活動 

４ 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

５ 環境の保全を図る活動 

６ 災害救援活動 

７ 地域安全活動 

８ 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

９ 国際協力の活動 

１０ 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

１１ 子どもの健全育成を図る活動 

１２ 情報化社会の発展を図る活動 

１３ 科学技術の振興を図る活動 

１４ 経済活動の活性化を図る活動 

１５ 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

１６ 消費者の保護を図る活動 

１７ 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動 



第２号様式（第１１条関係） 

補 助 事 業 実 績 報 告 書 

  年  月  日 

 

大 府 市 長 殿 

 

申請者  所 在 地 

     団 体 名   

     代表者氏名             

電 話 番 号      

 

     年  月  日付け   第  号で補助金の交付決定を受けた大府市

ＮＰＯ法人立ち上がり支援事業が完了したので、報告します。 

事務所又は活動拠点の所在地  大府市   町 

特 定 非 営 利 活 動 法 人 

の 設 立 年 月 日 
    年  月  日 設立 

１ 事業実績及び効果 

 

２ 決算額調 

 

※ 補助金申請の初年度に限り、次の書類を添付すること。ただし、補助金申請書に添

付した場合は、この限りでない。 

 ⑴ 所轄庁へ提出した設立登記完了届出書の写し 

⑵ 登記事項証明書の写し 

⑶ その他市長が必要と認める書類 



事業実績及び決算額調（対象経費） 

対象経費 費 目 予算額 決算額 説 明 

⑴ ＮＰＯ法人を

設立するための

手続に必要な経

費 

手数料    

    

    

    

⑵ 事務所の賃借

料（共益費及び

消費税を含む。） 

賃借料    

共益費    

    

    

⑶ 事務所の光熱

水費及び通信運

搬費 

光 熱 水 費    

通信運搬費    

    

    

⑷ 活動に必要な

備品購入費及び

消耗品費 

備品購入費    

消 耗 品 費    

    

    

合 計     

 


